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「定額働かせ放題」をやめ、人を増やせ！ 
2024 年 7 月 1 日 にいがた自治体研究所理事 伊藤英世 

 

 ６月１８日付けの朝日新聞１面トップ記事に「教員採用試験６割前倒し 民間流出防ぐ

ねらい 志願増は一部」という記事が掲載されました。 
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 その志願増につながらなかった県のなかに新潟県がはいります。 

 新潟県教育委員会は６月１２日、２０２４年度実施の公立学校の教員採用選考検査の出

願者状況を発表しました。それによると、昨年よりも１８８人減少の１,００８人となりま

した。 

 つまり、小学校や中学校の教員になりたいという人が１８８人減ったということです。 

定額働かせ放題 

 問題は、何ゆえに公立学校教員が嫌われるかということです。 

 それは、はっきり言って、「「定額働かせ放題」ともいわれる残業ただ働きのブラック職場

であるからという指摘がされています。 

 文科省は「定額働かせ放題」という言葉を使ったＮＨＫに抗議しています。でも多くの

ひとは、ＮＨＫの放送のと

おり、それが実態であるこ

とを知っています。 学校

の先生で、朝８時半から勤

務して、夕方５時１５分に

は勤務が終わるなどという

人はほとんどいません。 

 普通の職場であれば、「「労

働基準法」により、残業す

れば残業代がでます。しか

し、私学や国公立大学付属

学校をのぞいて、公立の学

校では「給特法（公立の義

務教育諸学校等の教育職員

の給与等に関する特別措置

法）」により、どんなに遅く

まで働いても、それは自主

的にやっていることだと見

なされ、残業代はでません。 

基本給にプラスして「教

職調整額」４％が上乗せさ

れるだけです。 

 今回、文科省は６月１４

日から６月２８日まで、中

教審の「審議のまとめ」に

対してのパブリックコメン

トを募集しました。 
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詳しくはパブリックコメ

ント募集のホームページを

ご覧ください。中央教育審議

会「質の高い教員確保部会」

の「「審議のまとめ」も読むこ

とができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://public-

comment.egov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=185001374&Mode=0 

  

そのまとめには教職調整額を１０％以上にすべきであると書いてあります。 

以下のカコミは、｛「 令和の日本型学校教育」を担う質の高い教師の確保のための環境整備に関する総合的

な方策について「 審議のまとめ）【概要】 令和６年５月 13 日「中央教育審議会質の高い教師の確保特別部会）｝

より 

 

 

教師の職務等の特殊性を踏まえると、勤務時間の内外を包括的に評価し、教職調

整額を支給する仕組みは、現在においても合理性を有する。 

● 県費負担教職員制度の下では、市町村が時間外勤務手当を支払う責務を負わ

ないため、企業と同様の形では、時間外勤務命令を発しないインセンティブが十分に

は機能しないと考えられる。 

PDCA サイクルを通じた働き方改革を推進し、業務量等の現状やその改善に向け

た取組の進捗状況の公表等を教育委員会が行う仕組みの検討や、学校の指導・運営

体制の充実により、時間外在校等時間の縮減を目指すことが適当。管理職は、教師の

時間外在校等時間の適切な把握が必要。 

●人材確保法による処遇改善後の一般行政職に比した優遇分の水準以上を確保す

るため、教職調整額の率は少なくとも 10％以上とすることが必要。 

 

 

 給料がわずか数万円増えたというだけで残業代は出されず、仕事量はどんどん増えるば

かりという事態をがまんできるでしょうか。 

https://public-comment.egov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=185001374&Mode=0
https://public-comment.egov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=185001374&Mode=0
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 時間外労働に対して割増の残業代が出るということは、本来、残業はさせてはならない

ためであり、勤務時間中に仕事を終えることがねらいにあるのです。 

教員の抜本的増員こそ 

根本的な解決は教員の定数を増やすことです。 

そして、先生一人一人の授業のコマ数を減らすことでしか解決できないと思います。 

 ここに手をつけない中教審の提言は必ず失敗するにちがいないと思われます。 

いままでさんざん小手先の改革をくりかえして、こういう教員不足の事態が引き起こさ

れてきたのです。 

 予算がないといいますが、軍事費にはせっせと金を出し、そのとき、財源のことはおか

まいなしです。 

軍拡のお金は、閣議決定で決まって、国会の審議もなしに決定されます。 

教育予算を抜本的に増やせ 

大事な教育に金をかけない国は亡びることまちがいありません。 

 子どもたちは私たちの未来なのです。 

 まわりの国をみると教育にお金をかけています。 

日本では金をかけるのは子どもの保護者。つまり、自己責任となっています。 

 大学の授業料も５０万以上もします。北欧では無料です。 

ＯＥＣＤは、加盟 35 カ国の平均的な学費を比べたところ、アメリカは私立、公立共に最

も高額で、公立大学の年間授業料「（平均）は、アメリカで 8202 ドル「（約 91 万円）、2番目

に高いチリで 7654 ドル「（約 85 万円）、日本は 5229 ドル「（約 58 万円）で、3番目に高いと

されます。 

 

 

 教育にお金がかかるということで、学生は奨学金という名の教育ローンを余儀なくされ
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深夜バイトなどで生活費を捻出するために学業をおろそかにせざるを得ない苦しみがのし

かかり、どんどん少子化がすすむ要因ともなっています。 

 

私立大学の場合、アメリカの 2万 1189 ドル「（約 236 万円）で、日本の 8428 ドル「（約 94

万円）の約 2.5 倍と圧倒的に高額ですが、日本の私立大学の学費も、アメリカ、オースト

ラリアに次いで 3番目に高い水準です。 

首都圏の 4 年生私立大学に進学させたければ学費と生活費を合わせて、1 年間で最低で

も文系 200 万、理系は 300 万、医学薬学系は 400 万円、卒業までに 800 万円～2500 万円も

の費用が必要とされます。 

 

 

 

 今後、学費の高騰が続き、いっそう少子化が進めば、日本の経済が回らなくなり、外国

人労働者の手を借りなければならない事態となるでしょう。 

 新潟県で１８８人も教員採用試験の出願者が減ったという事態は、亡国の政策の現れと

いっても過言ではありません。 

 結論は人を増やすこと。それにつきます。 

 このままでは来年、出願する人はさらに減ることは間違いありません。 

教育現場は危機にひんしています。 

 

 最後に、「にいがた県民教育研究所」が会員を募集しています。 

 次ページを参考に、入会もしくは『にいがたの教育情報』（年 2回発行）の購読をお願

いします。 


